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は じめに:「両岸戦争」の可能性
中国と台湾の関係(い わゆる 「両岸関係」または 「中台関係」)は,中 国
で1990年 代前半に江沢民が郵小平か ら権力をほぼ継承 した後,台 湾の李登
輝総統が1995年6月 に訪米 したのを機に緊張の度が増 した。1960年 代以降,
徐々に経済を高度成長の軌道に乗せるのに成功 した台湾は,1990年 代に政
治体制の民主化を進め,1996年3月 には総統の直接選挙を初めて実施 した。
他方,こ の選挙期間中に中国は台湾海峡で 「台湾独立」の 「警告」 として軍
事演習を挙行,台 湾の武力解放を辞さない意思を見せ付けた。中国は中華人
民共和国を 「唯一の合法政府」とする 「一つの中国」(「一個中国」)の 立場
を堅持,「一国二制度」(「一国両制」)に よって香港 とマカオを平和的に回収
した後,次 の回収目標を台湾とし,も し台湾が 「独立」を宣言すれば,攻 撃
すると警告 してきたか らである①。
第2次 大戦後,台 湾を含めて中国は 「統一」されたが,東 西冷戦の開始 と
ともに国民党と米国によって 「台湾問題」が発生 し,こ の 「台湾問題」はそ:
れ以降,未 解決の 「内政問題」として残ったとするのが中国の立場である。
他方,第 二次大戦後,国 共内戦に敗れて台湾に遷った国民党(=蒋 介石)の
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側からすれば,台 湾の中華民国こそが中国の 「唯一の合法政府」 であり,
「自由中国」と 「共産中国(共 匪)」 とは 「演戯並びたたず」 として 「大陸反
攻」 と武力統一の機会を窺ってきた。 しかし,東 西冷戦の最中に米中が国交
正常化に向うにつれて国際情勢は不利になり,中 華民国は1971年 に中国代
表権を喪失 して国連を脱退,そ して北京政府を承認 した国とは次々と断交 し
て国際的な孤立を深めていった。
その後,中 国大陸は文化大革命の混乱 と1978年 の郡小平の毛沢東派に対
する勝利を経て中国の台湾政策は 「軍事対抗」から 「平和統二」へと転換,
国民党とのいわば 「第3次 国共合作」を呼び掛ける 「一国二制度」の提案と
なった②。 これに対 して蒋経國は 「三不政策」を掲げ,大 陸とは 「不接触,
不談判,不 妥協」の立場を取 ってきた。 しか し,蒋 経国は晩年になって 「三
不政策」を緩和,大 陸の親族訪問と民間交流を容認 し中台関係は`正常化'に
向けて動 きだした。1988年1月 の蒋経國の死後,総 統職を継いだ李登輝 も
関係`正常化'の方針を継続す る。 しか し,1993年 以降,中 国側 は李登輝が
「台湾人国家」を目指 し中国分裂を企てているのではないかと警戒心を強め,
いわゆる 「文攻」を加えるとともに 「武嚇」として1996年 の台湾総統選挙
の際に軍事演習を行ったのである。1998年6月,上 海でクリン トン大統領
が 「三つのノー」発言を行い,米 国が中国寄 りの姿勢を打ち出すと,1999
年7月,李 登輝総統は中台 「二国論」(「爾國論」)を 提起 し中台関係はす っ
かり冷却 した。確かに 「一つの中国」の主張が 「国際的に通用している」現
状では 「これは実状を率直に述べたものかもしれないが,政 治的にはきわめ
て拙劣なやり方」(岡 部達味1999:2-3)と 評されても仕方なかったであろう。
しか し,そ れ以上に注目すべきことは,台 湾の政治体制の民主化がさらに
進み,2000年3月 の総統選挙では半世紀に及ぶ国民党支配 に終止符が打た
れ民進党政権が誕生したことである。1986年 の結党以来,民 主進歩党(以
下,民 進党と略す)が 「中台統一」よりも 「台湾独立」を追求 してきたこと
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を考えれば,民 進党政権の誕生は台湾の有権者が 「台湾独立」を選択 したよ
うに見えた。 さらに中国政治の民主化の観点か らすれば,平 和裡の政権交代
の実現は1990年 代を通 じて設定を完了した台湾の民主主義体制(Tienand
Cheng,1999:45)が 本物であることを証明するに足るものだ ったといえる
であろう。他方,1989年6月4日 の天安門事件以降,「民主化運動」 を圧殺
してきた中国側からすれば,台 湾の民主化は 「一中一台」(「一つの中国と一
つの台湾」)を 固定化 し 「平和的な祖国統一」を妨げるものであ り,李 登輝
の試みた 「民主政治」は 「台湾独立の口実」 と切 り捨てる(3)。それにもかか
わ らず,こ の政権交代を通 じて台湾の将来は,国 民党 と共産党等の政党間の
取引きで決まるのではな く,選 挙で候補者を選択する有権者の支持態度で決
まる可能性が高 くなった点がより重要であろう。現時点の台湾の有権者は
「不統不独,維 持現状」を,つ まり統一でも独立でもな く現状維持を望んで
いるといえよう(た とえば,童 清峰 ・江迅 ・王建民2000:49)。 いずれにせ
よ,民 主化の実現で台湾ではまず第1に 有権者の視点か ら見てどのような中
台政策(あ るいは両岸政策)が ベス ト(ま たは理想的)で はないにしてもベ
ター(ま たは現実的)な のかが真剣に問われるようになったといえるのであ
る。
ところで,民 進党が政権について約1年 後,2001年4月1日 に起 きた海
.⊃
南島沖の事件(中 国軍機と米国の偵察機の衝突)は,中 国軍が台湾海峡を含
む東 シナ海に対する制海 ・制空権を拡大 していく意思を明確にし,も し米国
が黙認するならば,中 台間で武力衝突(ArmedConfrontation)の 起 きる
可能性がより高 くなっていることを認識させてくれたものといえよう(4)。も
し武力衝突が現実に起 きるとすれば,理 論的には中国が台湾を攻撃する場合
と台湾が中国を攻撃す る場合の二つが考えられ,今 のところ前者の可能性の
方が後者の可能性よりも高いように思われる(5)。ただ し,そ れも中国の主張
を文字どおりに受け取 ったとすればの話である。つまり武力攻撃とは中国側
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の 「統一」 という目的の最後的手段であ り,最 善策はやはり孫子のいう 「戦
わず して勝つ」 ことのはずである(6)。そのために中国はこれまで一貫 して台
湾の国際的孤立化を企て,米 国のグリン トン政権か らは 「戦略的パー トナー」
と見倣 され現行の戦略に対する自信を深めてきたといえよう。2000年 のブッ
シュ共和党政権の誕生で米国が中国を 「戦略的競争相手」 とみる傾向が顕在
化 してお り,中 国はすでに日米安保共同宣言 と1997年 の日本の新ガイ ドラ
インに反対 してきただけでなく,ア メリカの ミサイル防衛構想や台湾への軍
事的なコ ミットメント強化の阻止に努める一方,「 祖国統一」を掲 げて台湾
海峡沿岸の軍備増強に努めているのが現状である。
他方,台 湾が中国を攻撃する可能性はどうであろうか。確かに蒋介石が総
統の時期,国 民党は 「大陸反攻」を掲げ,常 に武力攻撃の機会を窺 ってきた
が,1979年 の米中国交正常化によってこの目標 を達成できる見込みはな く
なった。息子の蒋経國総統は晩年に 「大陸統一」を断念 したけれども,中 国
側の 「一国二制度」提案に対 しては 「三不政策」で応えた。李登輝政権は当
初 「三不政策」を継続するが,そ の後,経 済交流を加速させると同時に 「台
湾の中華民国」(「中華民国在台湾」)と 自己規定 し直 して国連復帰を企て,
両岸関係は中国と対等の立場か ら平和的手段で対立解消を図る方針を示した。
こうして国民党政権が中国を攻撃する可能性は次第に小さくなり,ほ とんど
な くなったといってよい。他方,民 進党政権はその可能性が高いとする説 も
あり,湯 中美(2000:213)で 引用された趙宏偉は 「陳水扁はこれか らもア
メリカを巻き込んで北京と決戦するという民進党の既定戦略を進めていくこ
とだろう」と見る。つまり,米 中戦争を通 じての 「台湾独立」 という戦術で
あるが,仮 に米中が台湾問題で戦えば,確 実に戦場は両岸 となり経済発展も
戦火の中に消え去 る。 これは中台双方の民衆にとってワース トな(=最 悪な)
選択になろう。
以下,1999年5月8日 の 「台湾前途決議文」 で中華民国を正式に認めて
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政権についた民進党は現体制下で 「中国政策」を進めていくと宣言した以上,
まず蒋介石 ・蒋経國総統の時期か ら李登輝総統の時期までの国民党政権(特
に李登輝政権)の いわゆる 「大陸政策」の変化を見てお く必要があろう。次
に民進党が結成された後,国 民党政権の 「大陸政策」が変化するにつれて,
民進党の 「中国政策」は,特 に 「台湾独立」に対する態度がいつ変化 し,何
故に国民党の 「大陸政策」に接近 していくかを考察する。次いで陳水扁政権
のこれまでの両岸政策の提案と今後のその制約要因を明 らかにすることにし
よう。
1.国 民党 政権 の 「大 陸政策 」 「大陸反攻」から 「三不政策」,
「戒急用忍」(そ して 「二国論」)へ
さて,ま ず最初に国民党政権の 「大陸政策」の変化を概略 し,次 に幾つか
の重要文書のポイン トを要約する。さらに,蒋 経国時代に中台間の民間交流
が実際に始まり,そ の窓口として,台 湾側は1990年11月 に海峡交流基金会
(行政院大陸委員会の委託を受けて政策を実行する民間の仲介団体)を,中
国側は1991年12月 に海峡両岸関係協会をそれぞれ設立するが,こ れら両団
体のこれまでの協議と合意の到達点について見ておこう。
蒋介石 ・蒋経國父子にとっては国際間に 「中国問題」はあっても 「台湾問
題」はないとするのが公式の立場であり,中 台関係を 「一國,爾 厘,両 個対
等政治實燈」とみな し,そ こか ら国民党政権の 「大陸政策」が展開 されてき
たといえよう(柳 金財1998:33-34)。 つまり,中 台双方 は 「一つの中国」
の目標の下にそれぞれが別個に統治 している 「政治実体」 と主張し,戦 争状
態が事実上終了 した後 も,蒋 介石は 「大陸反攻」による 「大陸統一」 という
名目の下に 「内戦状態」(と 戒厳令)を 継続 してきた。その後,国 民党政権
の大陸政策は微妙に変化 し始め,そ の兆候は1974年2月26日 に蒋経國行政
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院長が立法院で行なった報告,「 我個回錦的,是 一個三民主義的統一的中國」
(張炎憲代表編第1巻2000:420-421)に 現われ,大 陸政策のスローガンは
「反共復国」から 「三民主義統一 中国」に変更された。1981年4月 の国民党
十二全大会で 「貫徹以三民主義統一中図案」(同上:430-434)を 決議 し,そ
の一節に 「奉行三民主義,建 設 自由,民 主,均 富統一的新 中國」 と記 し,
「自由,民 主,均 富」の統一 目標を掲げた。このような変化は見 られたが,
中国側の平和的統一の呼び掛けである 「一国二制度」提案に対 して蒋経国は
「三不政策」(「不接触,不 談判,不 妥協」)で もって応え,交 渉を拒否 した。
しかしなが ら,こ の 「三不政策」は1987年ll月2日 に蒋経国が戒厳令を解
除し大陸の肉親訪問を許可 しだ後,民 間交流という形で観光や経済交流が活
発化 していくについて次第に有名無実化 していったといえよう。
また,蒋112國 総統は1988年 に 「報禁」 を解除 し言論活動が自由になった。
国民党の 「台湾化」は蒋纏國が着手 したのだが,李 登輝総統はさらに内政改
革(「 修憲」).と 「民主化」を進めていった(7)。1988年1月13日 に死去 した
蒋経國に代わって総統職に就いた李登輝は同年7月,国 民党十三全大会で国
民党主席に選出された。この大会で採択された 「現段階における大陸政策」
は民間 レベルにおける漸進的開放を打 ち出 し,現 段階の 目標 として 「憤展
『塁i溜経験』,支 援大陸民主運動,登 揮政経影響,宰 取大陸民心」を掲 げた
(張炎憲代表編第1巻2000:471)。 この時点ではまだ 「一つの中国」・の原則
や蒋経國の 「三不政策」が変更されていない点に注意 しよ う。1990年 に李
登輝は総統直属の諮問機関である国家統一委員会を設置 し,新 たな 「大陸政
策」の作成に着手,1991年2月23日 に 「国家統一綱領」が発表され(以 下
詳述),こ れが台湾政府の両岸政策の基本方針 となった。
台湾側の 「一つの中国」の原則は1992・93年 頃から・変化する兆 しが現わ
れた(8)。その国際的背景としては1990年 前後の東西冷戦終結,1989年 の北
京の天安門事件発生,ま た,1992年 秋に台湾と米国の ブッシュ(現 大統領
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の父)政 権 との間で関係改善が進んで戦闘機売却と政府高官訪問が実現する
等,台 湾に有利な情勢が生まれた。他方,台 湾内部において も1993年2月,
連戦が行政院長に就任,8月 には国民党非主流派が離党(「新党」を結成),
李登輝は党内における支配権を確立 したことが指摘できよう。さらに両岸関
係に関 して,1992年10月30日,香 港で海峡両岸関係協会 と海峡交流基金
会の事務 レベル協議が実現,民 間 レベルとはいえ,蒋 経國の 「三不政策」は
これによって事実上放棄されたといえよう。とはいえ,蒋 経國以来既に始まっ
ていた両岸の経済関係は,特 に台湾か らの大陸投資の急増を もた らした もの
の,国 民党政権は大陸投資の抑制策(い わゆる 「戒急用忍」)を継続 し,「西
進政策」.(大陸投資)よ りも 「南向政策」(東 南アジアへの投資)を 奨励 し
た(9)。さらに李登輝は,蒋 経國と異なって,国 民党主席に就任 して以来,現
実外交(い わゆる 「休暇外交」,「務實外交」)を 駆使 し,国 際的孤立か らの
脱却を試みた。李登輝は1989年 に 「私人」 として シンガポールを訪問,
1991年ll月,APEC(ア ジア太平洋協力会議)に 「中i華台北」 名義で加
盟,そ して1993年6月 以降,国 連復帰の動きを本格化させた(伊 原吉之助
1994:37)。 この頃か・ら中国は李登輝に対する警戒を強め(山 本勲1999:
210),1994年3月 の李登輝 と司馬遼太郎との対談(李 登輝の 「台湾人 に生
まれた悲哀」 とモーゼの 『出エジプ ト記』発言)が 公表 されて以来(菰 格
1998:721-722),李 登輝を 「台湾独立」であると非難するようになった。そ
れでも李登輝は,1999年7月9日 の 「二国論」 までは 「一つの中国」 の原
則を正式に放棄 しはしなかった。
それでは李登輝政権の 「大陸政策」は1999年 に 「一つの中国」原則を放
棄するまでどのように展開されていったのであろうかo'1990年 代半ばまで
の 「大陸政策」の基本方針を示す文書 としては,主 に総統直属の諮問機関で
あ』る国家統一委員会の発表した 「国家統一綱領」(1991年2月23日),行 政
院大陸工作会議の公表 した 「台湾海峡両岸関係説明書(大 陸白書)」(1994
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年7月),そ して李登輝 の 「6項 目提案」(1995年4月)が 重要 であろ う。以
下,そ れぞれの文書 のポイ ン トを要約 しておこ う。
1991年2月23日 の 「国家統 一綱 領」 の要 旨はその前 言の一 節 に要 約 され
る(張 炎憲代表編第2巻2000:13-15。 山本勲1999:427-428)。 「…海 峡両
岸 懸在理性,和 平,対 等,互 恵的前提下,経 過適當時期 的坦誠交流,合 作,
協 商,建 立民主,自 由,均 富 的共 識,共 同 重建一 個統 一 的中 國」。 つ ま り
「珪性,和 平,対 等,互 恵」を4原 則 とし 「民主,自 由,均 富 」 の3目 標 に
よって統一す るとい うのである(後 者 の三つ の 目標 は,既 に指摘 した1981
年 の国民党十二全大会の決議 で再 定義 された 「三民主義」 と同 じで あ る)。
さ らに,こ の綱 領は両岸交流の進 行過 程を,す なわ ち,短 期 の 「交流互恵」,
中期 の 「互 信協 力」,そ して長期の 「協商統一」 の三段階 と想 定 して いた。
要 するに,こ の国家統一綱領 の最大 の意義 は,蒋 経 國の 「三不政策」 を公 式
に放棄 し,「 理性,和 平,対 等,互 恵」 の4原 則 による段 階 的 な平 和 的統一
を打 ち出 した点 にあ った といえよ う。 この綱領に基 づ き1991年5月,「 動員
鐡乱時期臨 時条項」 を撤 廃 して名 目的 な 「内戦」 に終止 符を打 ち,共 産政権
を それ までのホ うに反乱 団体 として敵視す ることを止 めた。
次 に1994年7月 に行政院大 陸工作 会議が公表 した 「台 湾海 峡両 岸 関係説
明書」(い わゆる大陸 白書)で ある(張 炎憲代表編第2巻2000:58-78)。 こ
の文書 は先 の 「国家統一綱領」 の詳細 な説 明 とな っていた。 まず第1に 台湾
と中国 とい う二つ の 「政 治実体」間の関係 の漸進的 な正常化 を強調 した。両
岸 関係を 「一個 中國,両 個対等政治實膿」 の共存 と規定す ると同時 に,「 一
つの中国」 を 「歴史上,地 理上,文 化上,血 縁上の 中国」 と規定 し 「主権論
争」 の棚上 げを示唆 した。つ ま り,主 権(Sovereignty)と 管轄 権(Juris-
diction)と を区別 す ることを訴 えたのであ る。 第2に,中 国側 の 台湾統 一
の提案(「 一 国二制度」)の 受 け入れを改めて拒否す ると同時 に,再 び 「民主,
自由,均 富」(1981年 の決議の 「三民主義」)を 目標 に掲 げ,こ れ らの 目標
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に基づけば 「経由墜方共同的努力,一 旦両岸的意識形態,政 治,経 済,社 會
差距縮小,中 國統一自可水到渠成」(張 炎憲代表編第2巻2000:68-69)と 説
いた。 さらに先の国家統一綱領の 「理性,和 平,対 等,互 恵」 の4原 則を
詳 しく説明 していた。第3に 中国人ナショナ リズムに対抗 して台湾人ナショ
ナ リズムを確立する意図も窺われ,台 湾人意識を 「同舟共済」または 「生命
共同膿ゴ と表現 していた。それでもなおこの段階ではまだ 「台湾独立」の主
張を表に出していないの も確かであった(Cabestan,1996:1265)。 それ ど
ころか1994年12月 に連戦行政院長は 』「国家統一綱領」の具体化としていわ
ば 「政経分離」方式で政府間の交流チャンネルの構築,中 台間の経済交流,
「三通」(通 信,通 航,通 商)を 押 し進める決定を下 したのである。12月27
日には中国側においても国務院の台湾担当のスポークスマンがこの連戦院長
提案(「 以経貿為主軸」)に賛意を表明 した(王 永鉄線2000:348)。
台湾側のこうした動きに応えて1995年1月30日 に江沢民主席は 「8項 目
提案」(「江八点」)を 行った。この 「江八点」は,① 「堅持一個中国的原則,
是実現和平統一的基礎和前提」,② 「対干台湾同外国発展民間性経済文化関
係,我 椚不持異議」,③ 「進行海峡両岸和和平統一談判,是 我椚的一貫主張」
④ 「努力実現和平統一,中 国人不打中国人」(た だし,武 力行使の2条 件 と
して外国勢力の中国干渉と 「台湾独立」の陰謀,を 明示),⑤ 両岸の経済交
流 と発展に全力を傾ける,⑥ 中華文化の伝統を継承する,⑦ 台湾同胞は中国
人である,⑧ 台湾当局の指導者の大陸訪問を歓迎する,と いう8項 目から成
る(中 共中央文献研究室編1997:253-259。 重要項目のみ原文を日本漢字 に
なおして引用)。確かに江沢民は中台の平和的統一に力点を置いていたよ う
であり,敢 えて 「一国二制度」には 「こだわらない考え」を示 したのかもし
れないが(山 本勲1999:224),「 一つの中国」原則を第1項 目に掲げて,こ
れを避けて先には進まないことも明白となった。
1995年4月8日 の 「李登輝6項 目提案」(「李六条」)は この江沢民の8項
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目提案(「 江八点」)に応えたものである(張 炎憲代表編第2巻2000:79-83。
山本勲1999:436-44])。 「江八点」では台湾同胞も中国人である(第7項 目)
という前提の下に 「一つの中国」の原則による統一(第1項 目)が 強調 され
ていたのに対 して,李 登輝の 「李六条」は 「一つの中国」の原則を否定する
も同然の内容であった。① 「在両岸分治的現實上追求中国統一」(1949年 以
来の台湾と大陸が独立 した 「政治実体」であることを強調),② 以中華文化
為基礎 加強両岸交流」,③ 「増進両岸経貿往來,登 腰瓦利互補関係」,④
「両岸平等参與國際組織 墜方領導人籍此自然見面」(こ の第4条 がいわゆる
李登輝の 逆 提案 である),⑤ 「両岸均磨堅持以和平方式解決一切事端」,
⑥ 「両岸共同雑談港襖繁榮,促 進港漢民主」,以上6条 か らなる。要す るに
李登輝の 「6項目提案」は,中 国と台湾の両指導者が平等な立場で会談 し平
和的方式で両岸関係の`正 常化'を はかるよう求めていたのである。 ここで
李登輝が 「平等な立場」を強調 したことは 「一つの中国」を認めないことを
意味するとみなし,江 沢民は李登輝に裏切 られたと感 じたという見解(湯 中
美2000:149)も あながち的外れともいえないであろう(10)。
以上,国 民党政権の 「大陸政策」は次のように要約できよう。蒋介石政権
は 「一つの中国」を掲げて 「大陸反攻」をめざし,蒋 経國は中国側の 「一国
二制度」提案を拒否 して 「三不政策」(「不接触,不 談判,不 妥協」)を とっ
た。 しか し,「三不政策」は,蒋 経国の晩年,民 間交流の発展で済 し崩 しに
な り,1991年,李 登輝政権の国家統一綱領で公式に放棄 された。李登輝政
権 は新たに 「理性,和 平,対 等,互 恵」の4原 則による3段 階の平和統一構
想を示 した。1994年 大陸白書では,中 台を 「二つの対等の政治実体」 と規
定 し,「一つの中国」論争の棚上げを提案 した。1995年 の 「李六条」では中
台指導者が平等な立場で交渉 し平和的方式で両岸関係の紛争を解決 し,両 岸
関係の正常化を求めていた。
さて,蒋 経国が大陸の肉親訪問を解禁 したあと,民 間 レベルでの観光と中
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台の経済交流が事実上開始され,交 流の急速な進展に伴い中台間には民事刑
事事件や経済上の諸問題が発生 してきた。両政府は直接に接触 しない建前の
下に,こ れ ら諸問題を処理するために設置 した民間レベルの交渉機関が,そ
れぞれ台湾側の海峡交流基金会と中国側の海峡両岸関係協会である。両機関
は1992年10月30日 に香港で実務者会議を開き,次 いでそれぞれの会長の
正道酒と皐振甫との第1回 会談が1993年4月,シ ンガポールで実現 した。
後者の圧 ・皐会談に対する評価は台湾と中国の双方で異なっている。台湾
側によれば,こ の会談は先の 「国家統一綱領」にある短期段階の 「交流互恵」
の議題に限定 したものだったとする(張 良任1995:227)。 実際4つ の合意
書,す なわち 「両岸の公証文書の査証使用に関する合意書」,「両岸の書き留
め郵便の紹介 ・補償に関する合意書」,「両組織の連絡と会談制度に関する合
意書」,そ して 「皐圧会談の共同合意書」が交わされた。 さらに合意書実行
の交渉が持たれたが,中 国側は合意範囲をこえる項目(「大陸 に労務市場を
開放する」等)の 協議を求め,そ れ以上先に進め られなかったとする。他方,
中国側は,台 湾側が交渉の範囲を 「民間性,事 務性,機 能性」に限定 し,交
渉過程で台湾側が 「一つの中国」の原則を回避 して台湾と中国との 「対等な
政治実体」を強調 し,「台湾当局に中国統一に対す る誠意がないことがわかっ
た」 と結論付けた(余 克礼主編1998:276)。
なお,最 近明 らかになったことは,李 登輝が1988年4月 か ら92年6月 の
間に7回,「 密使」を使 って政府 レベルの直接接触を試みていたことである
(井尻秀憲2000(b):55)。 その結果,1992年10月 に香港で海峡交流基金会
と海峡両岸関係協会 との実務者会議を始め,こ こで 「一個中国,各 自表述」
というコンセンサス(「1992年 共識」)が できたとされる(以 下,張 炎憲代
表編第2巻2000:374-375,井 尻秀憲2000(b):55-63,小 島朋之2000:95-
96,松 本はる香2001:67)。 ただし,「1992年 共識」に関 して台湾側 と中国
側 とは双方で解釈が異なり,台 湾側は 「各自表述」に,中 国側は 「一個中国」
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にそれぞれ力点を置き,中 国側は 「一つの中国」に対するコンセンサスがあっ
たとみなすのである。 この 「1992年共識」に基づいて中国側は,次 回の正
道酒 ・皐振甫のシンガポール会談を 「一国二制度」方式によって中台統一に
持 ってい くステップと期待 していたのであろう。 というの も,一 方の海峡両
岸関係協会の会長,正 道酒は江沢民が主席になる前の上海市長(つ まり江沢
民の前任者)で あ り,他 方の海峡交流基金会理事長,享 振甫は李登輝に近い
経済界の リーダーであり,次 の段階で中台双方の最高指導者が直接に会談 し
て中台統一へ,と いう筋書きが失敗 したとされるか らであ る。他方,1993
年の夏頃,台 湾が国連復帰運動を本格化させると 「二つの中国」の動きとし
て警戒 し出 した中国は李登輝批判を強めていった。これ以降,中 台間のチャ
ンネルはしばらく途絶えるが,1998年10月 に再開され,海 峡交流基金会理
事長の皐振甫が訪中して上海で正道濡と2回 目の会談が,北 京では皐と江沢
民 との会談も実現 した。中国側は,睾 は 「一つの中国」原則を 「よく理解 し
て」おり,こ の会談の時の立場に戻 るよう主張 したとする(ち なみに,台 湾
側の皐振甫(張 炎憲代表編第2巻2000:125)の 理解では 「両岸隔海封等分
治,互 不隷属 巳近五十年,「一個分治的中國』」である)。
中台双方が交渉再開の糸口を探っていたこの時期の1999年7月9日,李
登輝は 「ドイツの声」 とのインタビューで中台 「二国論」(ま たは 「両国論」)
を打ち出 した('1)。ここでは 「中華民國從一九一二年建國以來,一 直都是主権
猫立的國家,又 在一九九一年的修憲後,両 岸関係定位在特殊的国典國関係,
所以並没有再宣布壷潜濁立的必要」 と述べていた(張 炎憲代表編第2巻
2000:128)。 同年末,米 国の雑誌(`ForeignAffaires')で 李登輝 は 「新台
湾人」 という言葉を用い 「台湾の利益を第一 とし台湾の民衆がすべて共通の
運命をともにする」と明言 した(12)。中国側はこの 「二国論」を 「国家分裂」
をもたらすものと非難,李 登輝の個人攻撃をさらに加速させた㈹。
李登輝は何故にこの時期に 「二国論」を提起 したのであろうか。その直接
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のきっかけとしては1998年6月 に訪中したクリントン米国大統領の 「三つ
のノー」発言があったのではないかと考える。「三つのノー」 とは① 「二つ
の中国」あるいは 「一中一台」を支持 しない,② 台湾独立を支持 しない,③
主権国家でなければ加盟できない国際組織に台湾が入ることを支持 しない,
とするものである。 しか し,こ の 「三つのノー」を基礎に米中の 「戦略的パー
トナーシップ」がさらに進んでい くとすれば,そ れに反比例 して台湾の意思
が無視されることになりかねないことを懸念 し,李 登輝は 「米中両方に対す
る異議申 し立て」 を しなければならなか ったのではなかろうか(丸 山勝
2000:37。 もちろん李登輝(1999:130)は 中国に対する 「エ ンゲー ジメン
ト」には決 して反対 してはいない)。その他にも色々な理由が憶測 されてい
る。中川昌郎(1999:30-31)は,第1に 「対等な政治実体」 という台湾側
の年来の主張に対 して中国側が好意的な対応を示さない,第2に 台湾の国際
的孤立化を脱するために 「台湾問題」を国際化 して国際的地位の確保をはか
る必要があった,第3に,き たる総統選挙の国民党候補として連戦副総統を
勝たせるために中国に対 して弱腰の元台湾省長,宋 楚喩の人気を落 とす等,
の理由をあげた(14)。
李登輝の意図がどこにあったにせよ,「二国論」が発表された翌 日,陳 水
扁がこの 「二国論」を1999年5月8日 の民進党の 「台湾の前途に関する決
議文」(「台湾前途決議文」)と 同じであると述べた点はよ り一層の注 目に値
す る。 というのも,李 登輝の 「二国論」の提起で,国 民党政権の 「大陸政策」
は次第で検討する民進党の 「中国政策」(「一中一台」)と ほとんど変わ らな
い ものにな り,両 党の両岸政策の接近を示唆するか らである(中 川 昌郎
1999:29)。 中国側が総統辞職後の李登輝を 「台湾独立」 の首謀者であると
一貫 して非難 し続けるのは,李 登輝を,国 民党と民進党のそれぞれの両岸政
策を一致 させた責任者 としてみな していると同時に,李 登輝政権の大陸政策
と国民党のそれとを区別 して李登輝抜きの国民党に共産党との合作を求めて
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いるのだ と考 える と納 得できるよ うに私 には思 われ る㈹。 次 に,民 進 党 の
「中国政策」 の変 化 について見 てみよ う。
2.野 党 時代 の民進 党 の 「中国政 策」 「台湾独立」がら
「革新保台」へ
民進党は1986年9月28日 に創立 された。 しか し,こ れは 「党禁」を犯 し
て強行されたもので,総 統の蒋経国が黙認 したことで民進党は存続できたの
である。その直後,蒋 経国はワシントンポス ト社主 との対談で①憲法遵守,
②反共支持,③ 台湾独立の否定 という3条 件を示 した(丸 山勝2000:106)。
そうした制約を意識 したのか,11月10日 に民進党が明 らかにした綱領では,
確か に台湾の前途 は 「由基潜住民全艦決定」 とし(張 炎憲代表編第2巻
2000:474),「 独立」 という言葉を避けて 「決定」を使用していた。
それにもかかわ らず民進党のいわゆる 「中国政策」は,中 台関係を 「一中
一台」(「一つの中国と一つの台湾」)と 見て 「台湾独立」(国 民投票 による
「台湾共和国」の樹立)を めざす ものだったといえよう㈹。 この 「台湾独立」
の主張は1991年10月13日 に第五同党大会のいわゆる 「台湾独立綱領」 の
中に初めて盛 り込まれた(張 炎憲代表編第2巻2000:499-501)。 それにも
かかわらず,1999年5月8日 の党大会で民進党は 「台湾前途決議文」を採
択(同 上:555),こ こで中華民国は既に独立国家であり,国 民投票の目的を
従来のような台湾共和国の樹立ではなく 「独立の現状変更」のためである・と
し,国 民投票実施の事実上の先送 りを決め 「台湾共和国」の樹立は一時凍結
されたのである。
野党時代の民進党のこのような 「中国政策」の変化が国民党政権の 「大陸
政策」の変化に対応 したものであることは当然予想されよう。同時に重要な
点は,1986年 に 「反体制」政党として活動を開始 した民進党が1989年1月
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の 「人民団体組織法」制定によって政府(内 政部)に 政党登録を行い,い わ
ば 「体制内」野党としての活動の一歩を踏み出 したことである。 しかしなが
ら,民 進党は 「台湾独立」をめざす 「反体制」の立場を,現 状維持を前提と
する 「体制内」野党へとすんな りと 「転型」できたわけでは決してなかった。
特にその 「台湾独立」解釈が,い つ,ど のような論理で変わってい くのかを
検討 しよう(の。
まず民進党は1986年 の結党直後,プ ラグマティクな中国政策を採用 して
「台湾独立」を試みていたことを指摘 しておこう。民進党は,1987年10月
13日 に 「現段階中国大陸政策」を発表 し 「人道精神,平 等立場,和 平方法」
という中国政策の原則を明確にした(張 炎憲代表編第2巻2000:481-482)。
これは国民党政権の 「三不政策」に反対 し,ま ず中台双方の非政治的交流か
ら始めようというのであった。民進党は 「返郷探親運動」を開始 し,両 岸の
民間団体の 「直接平等往来」,「文化,学 術,科 学技術,体 育の全面交流」,
大陸との貿易保護協定締結等を国民党政権 に要求 した(郭 正亮1998:109-
110)。1987年7月 に既に戒厳令を解除していた国民党政権は,10月 に行政
院が 「中国大陸探親便法」を公布 し,民 進党の要求通 り,民 間交流が始まっ
たのである。つまり,、民進党は両岸の民間 レベルの交流の突破口を開 く役割
をいわば 「下か ら」担ったといえよう(且8>。
ところが,1991年5月 の動員鐵乱時期臨時条項の廃止で総統の独裁的権
限が廃止され政治体制の民主化が加速す ると,民 進党内では追放解除で帰
国した党員たちも加わって急進的な 「台湾独享」 の主張が台頭 し(顔 高進
1999:270),1991年10月13日 の第五回全国党員大会で先の 「台湾独立綱
領」が採決されたのである。ここで 「基本綱領一我椚的主張」で 「甲,建 立
主権濁立 自主的憂濁共和國」 と謳い,そ の第4項 で 「鷹交南至湾全艦住民以
公民投票方式選澤決定」 と記 したのである(張 交憲代表編第2巻2000:
499-501。 これを 「公役台独論」という)。 この 「台湾独立綱領」は台湾と中
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国を;つ の国(「一中一台」)と規定 して 「大陸統一」の現実的可能性を否定
していただけでな く,中 華民国と中華人民共和国を双方 とも否定 してもいた
点に特徴があった。そのため民進党がその後,選 挙において政権獲得をめざ
そうとする以上,同 綱領の`反 体制的性格 が大きな障害 になってい ったと
考え られる。というのも,中 華民国の 「体制」を否定する民進党は,台 湾の
有権者から見て,果 たして急進的な 「台湾独立」を目標とする反体制政党の
ままなのか,あ るいは現状維持を前提とする体制内野党に変わったのか曖昧
だからである。 さらに深刻に危惧されたのは,も し政権を獲得 して国民投票
を実施 し台湾独立宣言をすると,大 陸の中国政府が本当に攻撃を加えるかも
しれなかったからである。
そこでまず民進党の 「一中一台」の主張には次の三つの観念が同時に含ま
れていたことに注意 しよう(Wu,1999:567-572参 照)。 第1に 「台湾共和
国」の樹立の主張によって中華民国を否定する。第2に 国民党の 「大陸政策」
である 「大陸統一」の否定である。そして第3に 「一つの中国」(台 湾は中
国の一部)の 否定である。国民党政権下における民進党の中国政策の変化は,
これら三つの否定(す なわち,中 華民国の否定,大 陸統一の否定,国 民党の
「一つの中国」の 「否定」)が,い つ,ど のように変化していくかを明確にす
ることによってより一層明らかになるであろう。
第1点 の 「中華民国」の否定は1991年 の 「台湾独立綱領」から1999年5
月8日 の 「台湾前途決議文」まで続いた。この決議文において民進党は1990
年代の政治体制の民主化を肯定的に評価 し中華民国を事実上承認 し,2000
年の総統選挙直前に体制内野党としての立場を有権者に表明したといえよう。
このように 「中華民国」を認め体制内野党 としての立場を明らかにするのに
10年 近 くの歳月を要 したのは何故なのであろうか。 その主 な原因は民進党
内の派閥対立にあったといえよう。民進党の派閥対立は 「台湾独立」に対す
る支持態度の強弱で二分すると,強 い方の急進派(新 潮流派と台独連盟)と
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弱い方の穏健派(美 麗島派)と いう両極が存在 し,そ の間に中間派(福 利国
連線 と正義連線等)が 存在するという構図である。1991年10月12日 か ら
13日 の第五同党大会では民進党主席選挙が行なわれ,穏 健派の許信良と,
新潮流派に推された施明徳 との二人が争 った。当選 したのは穏健派の許信良
であったが,党 の指導部は急進派(特 に 「新潮流派」)が 多数派を占め,後
者の 「新潮流派」が率先 して 「台湾独立綱領」 を採択 したのである(31名
の中央執行委員中,新 潮流派17名,美 麗島系14名 。11名 の中央常務委員
中,新 潮流派7名,美 麗島系4名 。文久2001:20)。1999年 の 「台湾前途決
議文」採択は党内で現実的な 「台湾独立」を支持する態度が大勢となり(第
2点 参照),穏 健派へと立場が収敏 した時初めて可能 となった。
第2点 の 「大陸統一」の否定とは国民党の大陸政策の否定を意味する。民
進党の一貫 した主張は 「大陸統一」ではな く 「台湾独立」であった。しかし,
共産政権は台湾が独立すれば攻撃を加えると警告 しているので,民 進党が国
政選挙で有権者の支持を増やしたいのならば,急 進的な 「台湾独立」要求を
現実的な主張に改めなければならなかった。 こうした 「転型」はいつ頃,ど
のような論理で行なわれたのであろうか。 その始ま りは,王 甫 昌(1998:
181)に よれば,1995年12月3日 の立法院選挙 の前後であ り,こ の国政選
挙で国民党に敗北を喫 したことにあるようである(定 数161議 席中,国 民党
は85議 席,民 進党は54議 席,残 りは新党は21議 席 という結果であった)。
当時の民進党主席で 「新潮流派」の指導者であった施明徳は 「革新保台論」
(改革 して台湾を防衛する)を 説いた。施明徳は1960年 代の 「台湾独立連盟」
と1979年 の美麗島事件で投獄され,獄 中20年 の 「台湾のネルソン ・マンデ
ラ」(郭 正亮1998:30)と 称 され尊敬を集めた指導者であったが,1995年9
月15日 にワシン トンで開催された研討会(テ ーマは 「台湾防御與安全」)で
既に 「民進窯如果執政,不 必也不會宣布台湾濁立」 と主張 していたのである
(郭正亮1998:72)。 ただ し当時の党内の大勢は依然 として急進的な 「台湾
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独立」支持であった。
次に民進党が急進的な 「台湾独立」を改める決定的な転機は1996年3月
の総統直接選挙といってよい(郭 正亮 〔1998:87〕 は新旧両世代の対立 とみ
る)。民進党が立てた候補者は彰明敏であった。「台湾の政治的良心」(孫 慶
齢1995:94)と 讃え られた彰明敏は,1964年 に 「台湾 自救運動宣言」(張 炎
憲代表編第2巻2000:414-421)を 起草,投 獄され特赦で出獄,70年 に国外
脱出し,長 い亡命生活を経て92年 にようや く米国か ら帰国 した。96年 総統
選候補に選ばれた彰明敏は民進党の年来の主張(独 立の是非を問う国民投票)
を争点に掲げて争 った。 しかし,選 挙戦の最中,中 国軍が軍事演習で威嚇し
たこともあってか,現 職の李登輝が54%の 得票を獲得 したのに対 して彰明
敏は21%の 得票 しか得 られなかった。
その後,施 明徳は党首を辞任,民 進党党首に再選された許信良は李登輝総
統の設置 した 「国家発展会議」に参加 し国民党との合作(「大和解」)に 踏み
切 り,両 岸の武力対決を避けるにはどうすればいいかを真剣に考えるように
なっていった。許信良は北京の武力行使を回避するためには中国大陸への経
済的関与を促進する必要があると主張するようになり,1996年12月 に国民
党との共同方針(「 台湾優先 ・安全第一」)を まとめ上 げた(張 炎憲代表編第
2巻2000:549-550)。 こうして民進党の 「中国政策」は急進的な 「台湾独立」
から現実路線に変化 しだしたのである。1998年2月,民 進党は 「中国政策
研討會」を開催 し独自の 「中国政策」の作成を試みた。すなわち,穏 健派の
許信良はすでに1995年 の立法院選挙で 「大胆西進」を掲げており,今 回は
「西進中国」を主張 し両岸の 「三通」(通 商,通 信,通 航)の 実行 と両岸関係
の正常化を主張 した。他方,急 進派(「 新潮流派」)は 「強本漸進=本 拠を固
め徐々に進む」(郭 正亮 〔1998:140-146〕 は 「戒急用忍」 と呼ぶ)を 主張,
「三通」実施に反対 し台湾の安全を第一 とした。3日 間の議論の末,両 派を
折衷 した 「強本西進」をスローガ ンに決めた(19)。この 「強本西進」は 「対等
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互恵」を前提に中国と直接往来することを意味 し,李 登輝政権の大陸政策と
大差な くなったことを示 しただけでな く,む しろ民進党が独自の両岸政策を
欠き(魏 真1998,4:40-41),李 登輝 と較べて 中国 と対抗できるだけの
「能力不足の独立派」(顔高進1999:280-281)で あることも露呈された。
第3点 の国民党の 「一つの中国」(す なわち 「台湾は中国の一部」)を 民進
党が否定 したのは,そ れが台湾に外交上の困難をもたらし国連加盟を阻んで
きたとみてきたからである。1995年11月 に発表 した民進党の1996年 総統
選挙の選挙公約(「給塁湾一個機會」)で も 「一つの中国」が蒋介石,蒋 纏國,
李登輝政権の一貫 した中国政策とし,こ れを 「不但抱殺塵溜的外交生機,也
使毫清興中國關係論為内政関係」 と批判 していた(張 炎憲代表編第2巻
2000:536-545)。 しかし,ク リン トン米国大統領が 「三つのノー」発言を行
なうと民進党は直ちに(1998年7月1日),「 壷濁為一已経濁立的主権国家」
であり 「塁潜並不屡於中華人民共和國」 と明言 し,「一つの中国」 を合法的
に否定 したのである(張 炎憲代表編第2巻2000:550-553)。 つまり,台 湾
は既に独立国家である以上,「 一つの中国」否定を敢えて行なう必要がない
ことになる。 この主張は1995年 に施明徳が掲げた 「革新保台論」 に他 なら
なかった し,こ の時点で 「革新保台輪」が党内の大勢を占めていたことを物
語るであろう。こうして2期 目の民進党党首のとき許信良は 「統一か独立か」
というイデオロギー対立よりも 「安全保障か経済利益か」 という利益対立を
優先 させて民進党を反体制政党から体制内野党へと脱皮させる上で重要な役
割を果た したのである(郭 正亮1998:30-34)。 このように許信良は 「台湾
独立」を脱イデオ ロギー化 しただけでな く,国 民党 との 「大和解」をも実現
したことによって必然的に民進党はアイデンティティ危機に陥ることになっ
たといえよう。その責任を問われた許信良は,2000年 の総統選挙候補 の指
名をめぐって疎水扁と争 って敗北を喫しだ20)。この時,許 信良は,脱 党 して
建国党を結成 した先の総統候補彰明敏か ら・「裏切 り者」呼ばわりされて信用
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を失墜,そ の結果,離 党を余儀なくされるのである。許信良に代わって新た
に民進党の指導者 として台頭 したのが陳水扁であり,陳 は台北市長現職のと
きの1997年10月 の地方首長選挙で頭角を現 し,「阿房」 ブームを全国に巻
きおこしていた(丸 山勝2000:149-150)。
要す るに,結 党以来,民 進党の 「中国政策」は主に中華民国の否定,大 陸
統一の否定,「一つの中国」の否定という3つ の否定から構成 されていた。
しか しなが ら,こ れ らの否定は,党 大会の 「台湾前途決議文」(1999年5月
8日)で 中華民国を事実上認めるまでに,1995年 以降,党 内で支配的になっ
ていった 「革:新保台論」によって有名無実化 し,民 進党の 「中国政策」は甲
民党政権の 「大陸政策」に接近していったのである。特に 「統一か独立か」
というイデオロギー軸では1998年 前半までに民進党と国民党の両岸政策 に
大 きな違いがな くなっていたといえる⑳。
それでは,1990年 代 に民進党 と国民党の両岸政策が何故,こ のように接
近 したのであろうか。私は台湾における民主主義体制の設定(つ まり,立 法
院と総統の直接選挙)が 最大の原因ではないかと考える。民主主義体制では
選挙で政党が競争 して有権者の支持をよ り多 く集めようとす る。民進党は
「台湾独立」運動で海外に亡命生活していた指導者が台湾の民主化で帰国,
実際に国政レベルの選挙(1995年12月3日 の立法院選挙,そ して1996年3
月の総統直接選挙)で 「台湾独立」を掲 げて戦い国民党に敗北を喫 した。
1996年 の総統選挙では彰明敏候補は 「独立の是非 を問う国民投票」を争点
に掲げて大敗北を喫した。 これらが転機 となって急進的な 「台湾独立」の主
張が見なおされ 「革新保台論」が浸透 していったのであろう。「統一か独立
か」のイデオロギー軸において,国 民党は統一支持派が1993年 に離党 して
(「新党」結成),「 統一」から 「独立」へと移動 したのに対 して,民 進党は国
政選挙で大敗 して現実的な 「独立」を目指すようになって中心方向に移動 し
たのである。そうした移動は,有 権者が現状維持(「不独不統」)を 望んでい
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ることに対応 した結果だったと考え られるのである。1999年7月 に李登輝
が 「二国論」を主張 した時,陳 水扁が民進党の 「台湾前途決議文」 と同じで
あると述べたことからも明らかなように,こ の時点で両岸政策については李
登輝の国民党と民進党の間に根本的な違いがな くな ったことを証明 してい
る㈱。
3.陳 水扁政 権 の中 国政 策 「現状維持」 と武力衝突の回避
2001年3月 で民進党政権は1周 年を迎えたが,ま さに試行錯誤 の1年 で
あった。当初企てた国民党 との合作政権(国 民党政権時代の国防相,唐 飛の
行政院長就任)は 挫折 し,陳 水扁の選挙公約(第4原 子力発電所の建設中止)
もまた行政院が実施決定 したのに対 して立法院が反対の立場を明確に し実行
できなかった。発足以来,陳 水扁政権が中台緊張,分 裂政府,経 済危機 とい
う三重苦に悩まされ続けているのは確 かである(Wu,2001:40-48)。 と り
わけ一番目の 「中台緊張」に関しては,総 統選挙1ヵ 月前の2000年2月21
日に中国側は 「一つの中国の原則 と台湾問題」(い わゆる 「新台湾文書」)を
公表,武 力攻撃に出る条件 として,こ れまでの台湾独立と外国勢力の干渉の
2条 件に加え 「統一問題の平和的解決の無期限の拒絶」という第三条件を提
示 し(張 炎憲代表編第2巻2000:346-363),ハ ー ドルをそれまでよ りも引
上げたのである。総統の地位は確保 したものの立法院では少数派の民進党政
権が,果 た してどのように独自の両岸政策を展開 してい くかは予想が困難で
ある。本節は,台 湾にとってのべ夕一な両岸政策は何かを考えながら,陳 水
扁政権の発足以降,公 表された主要な声明や文書か ら民進党のこれまでの両
岸政策を特徴づけ,さ らに将来の両岸政策の決定を制約する主要な要因を確
認することにしよう。
さて,2000年3月18日 の総統選挙は民進党の陳水扁が国民党に勝利した。
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その最大な理由は,李 登輝が 「二国論」を打ち上げて宋楚喩が離党し,国 民
党が分裂 したことにあったといえよう㈲。 この事実は,選 挙結果を見ても,
民進党の得票率が40%以 下(正 確には39%,無 所属の宋楚喩は37%,国 民
党の連戦は22%)で あったことから明白であろう。 それゆえ,民 進党は政
権を獲得 したものの,そ の支持基盤は脆弱であった。そうした脆弱さの制度
的特徴は主に次の2点 である。一つは,李 登輝政権の憲法修正で総統と立法
院委員の双方を直接選挙するという制度設計がなされた(こ れはフランスの
半大統領制と類似する)。現時点の民進党政権は,総 統が民進党,立 法院が
多数派の国民党という 「分裂政府」であり,そ の結果,立 法院での多数派工
作に成功 しない限り民進党政権は何 もできないことになる。実際,2000年
10月 の第4原 発建設中止を発表 したときも,行 政院は民進党の選挙公約で
あるとして立法院に知 らせないままに行ったが,そ の直後に立法院からは張
俊雄行政院長の弾劾と総統 ・副総統の罷免要求が提出されることになった。
もう一つの脆弱さの制度的特徴は,行 政機関のほとんどが,長 く続いた国民
党政権の支配装置であったことを念頭に置 くと,民 進党政権が特に軍,官 僚
特務の協力を果たして得られるかどうか,真 剣に懸念されたのである(24)。
もちろん陳水扁 もこうした脆弱な政権が 「分裂政府」へと転落するのを危
惧 して2000年5月20日 の総統就任演説で 「全民政府」と 「クリーンな政治」
というスローガンを掲げ,国 民党 との合作を呼び掛けると同時に政治の浄化
を訴えたのであろう(陳 水扁2000:85-94)。 後者のクリーンな政治は国民
党時代のいわゆる 「黒金政治」(マ フィアと金権政治)一 掃の決意を示 した
ものであった。前者の国民党との合作は,政 権の安定をはかるために行政院
長に国民党員で元国防大臣であった唐飛の起用となった。 しかしながら,唐
飛は数 ヵ月で辞任 し国民党との本格的な合作政権を樹立できなかったし,民
進党の綱領か らその 「独立条項」を今 日でも依然として削除できない点を見
ても党内急進派の存在は無視できないことがわかる。
22(170)
1986年結党以来の民主進歩党の 「中国政策」
そうした点を考慮すれば,陳 水馬が総統就任演説で国民党政権の 「大陸政
策」との継続性を明確にしたのも無理はなかったであろう㈲。陳水扁は就任
演説で 「五つのノー」を宣言 した(陳 水扁2000:93。 張炎憲代表編2巻:
189)。 すなわち,中 国政府が 「武力を行使する意図がない限 り」と前置きし
なが ら,陳 水馬は総統在任中,次 の5つ の 「不」を公約に掲げた。つまり①
「不會宣布濁立」,② 「不會更改國號」,③ 「不會推動爾國論人憲」,④ 「不會
推動改攣現状的紙燭公票」,そ して⑤ 「没有履除國統綱領與國統會」(国 家統
一綱領と国家統一委員会を廃止 しない),以.ヒ の5つ である。特に国民党政
権の国家統一綱領と統一委員会をそのまま存続 させ,「 二国論」 の留保を も
付け加えた点を見ると,民 進党の 「中国政策」は李登輝政権の 「大陸政策」
よりも後退 したような印象を受ける。
それにもかかわらず,今 後,民 進党政権が独 自の両岸政策を打ち出してい
くとするならば,民 進党のもつ強みを確認 しておく必要があろう。一つは,
結党以来,台 湾の政治体制の民主化運動を 「下から」推 し進め,か れらの支
持者が台湾の多数派のいわゆる本省人(つ まり台湾人)だ という点であろう。
もう一つは,国 民党政権の歴史的 「遺産」(国 共内戦,大 陸統一,大 中華主
義等)に 縛 られていない分,民 進党政権の両岸政策は関係の`正 常化'だ け
でなく,台 湾の主権 と独立の推進に努める可能性が高いことである(院 銘
2001:50-51)。 しかしながら,陳 水扁は,台 湾独立綱領 にあるような国民投
票の実行 と 「台湾独立」を宣言す るのではな く,1999年5月8日 の 「台湾
前途決議文」に従 って中華民国の体制を認めた上で 「五つのノー」発言を行っ
たのである。確かに総統就任演説は 「中国側の激 しい反発を抑えて,当 面の
不測の事態を避けた」点で成功 したといえよう(小 島朋之2000(a):25)。
また,陳 水扁政権は,国 民党政権以上 に積極的に中国大陸との経済交流を進
める決意を示 し,実 際,2001年1月,地 域を限定 した 「小三通」(台 湾の離
島の金門 ・馬祖 と対岸のアモイの交流解禁)を 実行 した。
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他方,北 京政府の対応は,当 惑と静観(唐 家瑛外相のいう 「聴其言,観 其
行」)で あったといえよう(小 島朋之2000(a):21-22)。 中国政府 は,危 惧
されたような武力攻撃には出なかったが,陳 水扁政権に対 して 「一つの中国」
と 「1992年共識」を認めるよう要求 し,こ れらの原則を認めないかぎり交
渉しないという立場を取 り続けている(26)。他方,陳 水扁は当選後の3月20
日に 「一つの中国」については 「それを前提にするのではなく,議 題 として
話 し合 うことはできる」 と主張,中 台首脳会談の開催を提唱した(毎 日新聞
2000年3月21日)。 この提案は,北 京側が総統選挙の直前の2000年2月21
日に発表 した 「新台湾白書」(張 交憲代表編第2巻2000:346-363)で 新た
に付け加え られた台湾攻撃の第三条件(す なわち,交 渉の無期限引き伸ばし)
に対応 した発言 といえるであろう(27)。さらに2000年11月 にも陳水扁は中国
側の固執する 「一つの中国」に関 して総統の諮問機関として超党派の小委員
会(中 央研究院李遠哲所長を委員長)を 設置 して 「憲法にしたがって対岸の
『一つの中国』の主張に応答する」措置を取るとした(林 寺伯2001:63-65)。
最後に,陳 水扁政権がこれまでの両岸政策について表明 した基本的な主張
をまとめておこう。特に2000年12月31日 の 「年末祝辞」,そ して2001年5
月27日 に訪問中のグアテマラでの 「新五つのノー」が注 目されよう。
前者の 「年末祝辞」の中で陳水扁(2001:105-108)は 「民主 と対等」 の
原則を掲げて中国政府に対して 「中華民国の生存の場と国際的な尊厳を尊重
し,武 力による威嚇の放棄を公開の場で表明」す ることを求めると同時 に
「経済と文化の統合」→ 「信頼関係の構築」→ 「永久平和 と政治統合の新た
な構造」 という3段 階の 「政治統合」プランを示した。 ここでは 「一つの中
国」ではなく 「民主 と対等」の原則を掲げているが,同 時に両岸の 「政治統
合」という言葉が使われていた。 ところが,こ の 「政治統合」 は中国との
「統一」をさすのではないかという誤解を生んだと批判され,陳 水扁はこれ
を 「各界の統一か独立かという論争を融和 させるための…対内的なもの」 と
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弁解 したとされる(中 川 昌郎2001:43)0こ の ことは民進党の中国政策が
「中台統一」にまで進むことはまずないことを示すであろう。
後者の 「新五つのノー」 とは次の内容である(朝 日新聞2001年5月29日 。
『申文導報』2001年5月31日)。 ① 「軍書,過 境美國不是大陸的挑畳」,②
「台湾不會錯f占,誤 判南岸情勢」,③ 「台湾不會是任何國家的棋子」,④ 「台
湾從不放棄改善両岸関係的誠意與努力」,⑤ 「両岸関係不是零和關係」。 この
「新五つのノー」(特 に三番目)は 米国のブッシュ共和党政権の誕生で中米関
係の緊張が高まりだ した時期を捉えて国際社会に対 して主権国家としての台
湾が中国に対 して独立 した立場で関係改善を図る意思を示 したものといえよ
う。
要す るに2000年 の民進党政権 の誕生は一見 した ととろ台湾の有権者 が
「中台統一」よりも 「台湾独立」を選択 したかに思われたのが,民 進党政権
が打ち出した中国政策は国民党政権 とほとんど同様に現状維持的なそれであっ
た。こうした民進党の中国政策は,播 錫堂(2001:55)の 的確な表現を借 り
れば,「施延」(「戒急用忍」の引き伸ばし),「回避」(「一中」を認めない),
「避戦」(中 国を刺激 しない)の3点 に要約 されるであろう。 これはまさに中
国側の武力攻撃の三条件に配慮 したものであった。それにもかかわ らず,両
岸の経済関係は,海 峡間の貿易高が2000年 度には前年度 よ り25%増 とい
うように,前 政権 よりむ しろ緊密化 している(VatikiotisandPao:2001,
17)。 また,陳 水扁政権は2001年 初めに先の 「小三通」(台湾の離島の金門 ・
馬祖 と対岸のアモイの交流解禁)を 率先 して実行 したことに加え,8月 末 に
は対中投資の基本方針 として国民党政権の 「戒急用忍」から 「積極開放 ・有
効管理」に転換するとも宣言 した。 もし最近の世界経済の同時不況と台湾の
経済危機の深刻化がこのまま進むとすれば,2008年 開催予定の北京オ リン
ピックがもたらす好景気を見込んで,経 済危機を脱出するためにさらに中国
に接近する可能性がそれまでよりも高まることになるかもしれない。
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いずれにしても,陳 水扁政権の中国政策は,李 登輝政権と大同小異になっ
て しまったことは疑いないが,国 民党政権と較べると,李 登輝のように強力
な リーダーシップを発揮できる政治家に欠ける印象を受ける。東アジアにお
ける米国のプレゼンスが将来 も続 くと仮定 した上で民進党政権の今後の中国
政策を見る場合,そ の主要な制約条件と考えられる諸点をここでは指摘 して
お くことにしよう。
第1に 「一つの中国」の原則の内容について中台双方がどれだけ接近でき
るかに注目する必要があろう。北京側の 「一つの中国」 は,2000年7月10
日に銭其探副首相が台湾の新聞記者に語ったように,す で 「台湾は中国の一
部」 という表現に変えて 「整個大陸和台湾都是一個中國」に変わ り,今 後 も
互いに妥協点の探 りあいが続 くかにみえる(28)。
第2に,民 進党はその支持基盤が多数派の台湾人であるとするならば,そ
の将来は台湾人ナショナリズムをネーションとしての共同意識にまで高める
ことに成功するかどうかが重要なポイン トとなろう(29)。その場合,今 後の台
湾の民主主義体制をさらに強化できるかどうかが重要であろう。 もし中国側
が中国人ナショナリズムを強調 して武力統一を試みることにでもなれば,台
湾人ナショナリズムは強まっていくことになろう〔3G)。この危機に際 して台湾
が台湾人ナショナ リズムよりも民主主義体制の維持を目標としてかかげるこ
とになれば,米 国や日本と欧米諸国の支持が得 られる可能性は高いであろう。
第3に 民進党内の派閥構成が中国政策に与える影響である。民進党は,そ
の指導者たちが台独活動家として弾圧 と亡命を経験 してきたことか らも,か
れらエリー トたちを派閥のボスとする 「派閥の寄 り合い所帯」である。主要
派閥としては,既 に指摘 したように,新 潮流派(「 淀新潮流」)と 美麗島派
(「迂美麗島」)が あり,少 数派閥としては中間派(正 義連戦,福 利国連戦)
と台独連盟等がある(彰 懐恩1994:133)。 ちなみに陳水扁は中間派の正義
連戦に属 し,プ ラグマティクな立場に立 ち,か つて急進的な新潮流派と穏健
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な美麗島派 との仲介者 としての能力を発揮し,ま た台北市長時代に 「清潔な
政治」を実行 して 「阿房」 ブームを起 こし,そ れに乗 って総統候補に推薦さ
れ当選を果たした。 しかしながら,民 進党の政策決定の特質は,国 民党のよ
うに 「党が政府を指導する」(総 統と党主席の兼任,党 中央常務委員会を通
じて党主席が政策を執行)と いうトップダウ7で はな く,総 統府,民 進党本
部,民 進党立法院支部の三者関係のダイナ ミックスによるとされる。政権基
盤が弱 く調整型 リーダーの陳水扁は他党の支持を必要 とする一方で,党 内の
急進派の 「台湾独立」要求にも対応 しなければならないとすれば,今 後,強
力な指導力を発揮できるようになるとは考えられないであろう(31)。
む す び
国民党政権は李登輝総統下で両岸関係の見方をそれまでの 「一つの中国」,
「対等な政治実体」,そ して 「二国論」へと認識を大きく変え,そ れにともなっ
てその 「大陸政策」を 「三不政策」から 「戒急用忍」(投 資抑制)へ と変化
させていったが,中 国の強硬な態度のために 「台湾独立」 に傾いたとまとめ
ることができよう。2000年 の総統選挙で民進党政権が勝利 したが,そ の直
後に新政権の公表 した 「五つのノー」は国民党政権の 「大陸政策」を踏襲 し
たも同然であった。そのわけはおそらく李登輝政権が1990年 代に 「大陸政
策」を変えていく過程で,野 党時代の民進党の 「中国政策」 も変化 し,両 党
の両岸政策が接近 していったからであろう。野党時代の民進党の中国政策は,
中華民国の否定,大 陸統一の否定,「 一つの中国」の否定,と いう3つ の否
定を特徴 としていた。 しかし,こ れらは,1999年5月8日 のr台 湾前途決
議文」までに 「台湾は既に独立国家であり,独 立宣言は不要」 とする 「革新
保台輪」の台頭で有名無実 となり,国 民党の 「大陸政策」 と接近 していたと
いうことである。国民党の 「大陸政策」 と民進党の 「中国政策」は何故にこ
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のように接近 したのであろうか。その最大の理由として,筆 者は台湾におけ
る民主主義体制の設定(特 に立法院と総統直接選挙)に あるのではないかと
考える。民主主義体制では政党は選挙で有権者の支持をより多 く獲得 しなけ
ればならない。民進党は国政選挙(特 に1996年 総統選挙)で の敗北を経験
して 「統一か独立か」の対立軸に関して 「独立」'から 「統一」へと変化 し,
他方,国 民党は李登輝の 「二国論」で 「統一」から 「独立」へと移動 し,そ
の結果,両 党の両岸政策は 「統一」 と 「独立」の中間あたりで一致 したので
はなかろうか。 さらに興味深いことに,ご く最近の民進党研究によれば,民
進党のイッシューに対する立場は多 くの人たちの考えるよりもずっと穏健だっ
たとする評価 も† されている(Rigger,2001:2)。
2000年 の総統選挙における陳水扁の勝利は,一 見す ると台湾の有権者が
「台湾独立」を選択 したかに見え,も し民進党政権が台湾独立綱領に忠実で
あるならば国民投票を実施 したかもしれなか った。 しかし,「 独立」 を宣言
すれば,中 国は武力攻撃すると警告 し続けている以上,民 進党指導者はその
選択に伴 うリスクを考慮 し現実的な対応で巧みに切 り抜けたといえる。他方,
中国政府は武力行使には出なかったものの,陳 水扁政権を拒否する姿勢を一
貫 して続け,交 渉のためには 「一つの中国」 と 「1992年 共識」 を「まず認め
よと要求 し続けている。その後,陳 水扁政権は 「新五つのノー」宣言で台湾
が主権国家として独自に行動することを主張する一方,経 済的利益 と安全保
障を考慮 して2001年 に入って本土よりの台湾の離島と対岸との 「小三通」
を実行したように,国 民党政権以上に大陸との経済関係を緊密化 しようとし
ている。民進党政権 もまた台湾の有権者の利益,と りわけ経済的利益 と安全
保障のバランスを取 り,現 状維持をはかることを最重要課題と考えているこ
とは確かである。 そうだとすれば,民 進党政権は李登輝の国民党政権 と同じ
立場に立 っていることになる。 まさに民進党は 「台湾の中華民国」を認めた
うえで政権についたことによって,李 登輝時代の大陸政策の 「遺産」(「二国
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論」)と 国内の 「民主化」強化の使命をも継承することにな ったのではなか
ろうか。民進党政権が李登輝政権の業績を越えたいと望んでいるのならば,
む しろ後者の 「民主化」の使命を引き継ぎ,民 主主義体制の強化によって国
民の支持基盤と国際的支持(特 に米国)を 広げていく必要があると考える。
なぜなら中台関係の将来の危機において台湾人が真剣に守 りたいものが,果
た して台湾人ナショナ リズムとデモクラシーのいずれなのかがテス トされる
ことになるだろうからである。
しか しながら,民 進党政権は,李 登輝政権のように強い リーダーシップを
期待できそうもない。 というのも,立 法院の多数派を占めていないだけでな
く,民 進党の政策決定過程の特徴が派閥の連合体だか らである。ある立法員
の言うように,今 や台湾は 「権力バランス」ではな く 「弱者のバランス」の
上に成 り立っているというの も一理ある(32)。それゆえ最近,李 登輝と陳水扁
を結びつけようとする動きが党外か ら現れ,2001年6月16日 に親台湾 ・親
独立色の強い知識人の団体,「 台湾北社」の結成大会が開かれ,再 び親台湾
派(台 湾独立)と 親中国派(中 台統一)の 対立軸が諸政党間で顕在化 してき
た㈹。 この対立軸にそって新たな政界再編の機運が生まれ,7月 末,李 登輝
の理念に共鳴する 「台湾本土派」が結集 して8月13日 に 「台湾団結連盟」
を結成,国 民党は9月21日 に李登輝前総統を除名処分にした。12月 の立法
院選挙の後も,台 湾の政局は目が離せない情況といえよう。
《注》
(1)両 岸関係に関する中国側の見解は,余 克礼主編(1998)に 簡潔にまとあられ,
1949年 から今日に到る両岸関係を,1949年 か ら1979年 までの軍事対抗時期,
1979年 から1987年 までの和平対峙時期,1988年 か ら1993年 までの民間交流
時期に区分 し,1993年 以降は 「中国人民の反分裂反台独闘争」と呼んでいる。
(2)「 一国二制度」 に要約 される中国側の台湾 の平和的統一構想 は,田 宏茂
(1994:314)に よれば,次 の4点 からなる。①中国全国人民代表大会常務委員
会の 「台湾同胞につげる書」(1974年1月)に おける 「三通四流」で,「 三通」
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とは 通 信,通 商,通 航 で あ り,「 四 流 」 と は体 育,文 化,学 術,親 戚 訪 問 ・観
光 で あ る。 ② 葉 剣 英(全 人 大 主 席)の 「九 項 目提 案 」(1981年9月30日)で
「三 通 四 流 」 に加 え て,台 湾 は地 方 自治 政 府 と して 中 国 の 一 部 で あ り,そ の 特
殊 な 社 会 経 済 制 度 は維 持 で き る。 ③ 郡 小 平 の 「六 項 目の 補 足 提 案 」(1983年6
月26日)で は,台 湾 の 自治 権 の 中 か ら軍:事:,公 安,情 報,若 干 の 対 外 事 務 は
除 く。 ④ 「香 港 の 将 来 に 関 す る中葉 協 定 」(1984年9月26日)で,中 国 が 中
英 協 定 で確 認 した 「一 国二 制度 」 の方 式 を 台 湾 で も適 用 す る。
(3)「 李 登 輝 以"民 主 政 治"勇 名,庇 炉"台 独",完 成"台 独"活 動 合 法化 」(余 克
礼 主 編(1998:295)。 黄 嘉 捌(1997:155-165)は李登 輝 の進 め た 「民 主 」 は
「黒 金 政 治 」,「介 人集 枳 」,「分 裂 国土 」 の 「假 民 主 」 と 決 め付 け る。
(4)添 鳳 生(2001:9)は 「鷹 該 明 白,説 解 決 台湾 問題 的 関鍵 在 英 國 遠 投 有 錯 」
と明 言 す る。 楊 中美(2000:214)は 「台 湾 に対 して北 京 に 残 さ れ て い る 選 択
肢 は,も は や武 力 行 使 の是 非 で は な く,時 間 の選 択 だ け に な っ て しま っ た。 そ
の 時 間 につ い て,私 は2004年 まで が もっ と,も危 険 な時 期 で あ る と見 て い る 」
と断 言 す る。 中 国 の軍 事 問 題 の専 門 家,平 松 茂 雄(1999:192)は 台 湾 統 一 の
「最:大の 障 害 は,日 米 安 保 条 約 に よ っ て結 ば れ た 日本 と米 国 の 存 在 で あ る」 と
明 言 す る。
(5)な お,軍 事 的 に は,た と え ば,DavidShambauh(1996:1309-1317)は,
次 の6つ の シ ナ リオ を想 定 す る。 す な わ ち 低 度 の威 嚇(low-levelintimida-
tion),挑 発 的 阻止(provocativeinterdiction),海上 封 鎖(blockades),空
海 戦(airandseabattle),戦略 目標 に 対 す る ミサ イ ル 爆 撃(missileand
bombingstrikesagainststrategictargets),上陸 作 戦 攻 撃(amphibious
assault)で あ る。 鹿 角鏡 出版 社 編(2000:49-51)は 台 湾 の空 海 の封 鎖,ミ サ
イ ル 攻 撃,制 空 権 争 奪,上 陸 作 戦,台 湾 の通 信 軍 事 施 設 破 壊 を あ げ る。
(6)私 の 予 想 に 近 い の は王 曙 光(2001)で あ り,王 は,後 世 の 歴 史 で 「同 胞 殺 鐵
とい う最 悪 の レ ッテル 」 が 貼 られ るの を 恐 れ て 「そ れ は あ り え な い 」 と み る
(14-15ペ ー ジ)Q
(7)李 登 輝 の 「民 主 化 」 企 て の 成 否 は 総 統 に就 任 した 後,国 民 党 政 権 の 「四 頭 立
馬車 」(党,政 府,軍,特 務)を 統 御 で き るか ど うか に か か っ て い た(伊 藤 潔
1996:95)o
(8)余 克 礼主 線(1998),そ して,戴 東 清(2000:95)と 松 本 は る香(2001:68)
参 照 。
(9)そ れ で も,駒 形 哲 哉(1997:181)が 指 摘 す る よ うに 「対 中依 存度 の 高 ま り」
は否 定 しが た い。
(10)湯 中 美(2000:149)。 そ れ で も,1995年 の10月 の訪 米直 前,江 沢 民 は 米 国
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の雑誌記者に対 して 「李登輝が北京にくるのを歓迎するし,台 北に招待してく
れるならば,行 く用意がある」と主張し,全 面的には話し合いを否定 してはい
ない(U.S.New:&WorldReportOct.,23,1995,p.72)。
(11)そ の1ヵ 月前に出版された李登輝(1999)で はまだ 「二国論」を提出してい
ない。
(12)LeeTeng-hui(1999:19)。さらにここで李登輝は両岸関係に立ちはだかる,
相互信頼の欠如,暴 力手段の否定,政 治社会経済システムの大きな相違を指摘
した。
(13)国 勢院台湾事劣亦公室新聞局線(1999)『"南 国愴"批 判』全3巻 。そのうち
王義堂 「李登輝把国民党施向何処?」 第3巻(1999:68)で は,予 想されるよ
うに,李 登輝を 「大渓好圧精エ」に擬せている。
(14)な お,前 掲,湯 中美(2000:176,184)に よれば,李 登輝の 「二国論」は,
クリントンの 「三つのノー」に対 してはっきりと 「ノー」と言っただけでなく,
「江沢民に対 しては事実上の台湾独立宣言を行なった」 とも断定 し,さ らに
「次期総統に台湾独立 という既成事実をバ トンタッチすること」 にあ ったと指
摘する。
(15)来 日した国民党秘書長,林 豊正は,2001年5月25日,ホ テル ・オークラで
の記者会見で,国 家統一綱領にそった 「第三次国共合作」を語 っていた(「 中
文導報』第378期,2001年5月318,2面)。
(16)民 進党のあるブレイン,1柳金財(1998:16)に よれば,「 不僅尋求濁立於中
共統治之外,並 且中華民國濁立出來,建 立新而掲立的 「憂潤共和國」,以 「一
中一壷」(即 所謂 「肇溜是憂溝,中 國是中国」)架 構定位両岸関係」と定義され
る。
(17)柳 金財(1998:35～47)は,1986年 の民進党結党以前の反対派の活動の時
期区分 としては,「 変形転 換時期」(1950～1963年),「 理論成長時期」
(1964～1971年),「 公開宣伝時期」(1971～1986年)の3つ に分 ける。余克礼
(1998:248～255)は,1986年11月 の 「党綱領」,1988年4月17日 の 「四 ・
一七決議文」,1989年11月 の 「台湾共和国憲法草案」 を経て民進党の大陸政
策は次の6点 に要約している。①台湾の主権独立。②両岸関係は 「地位平等」,
「両国政府」,「一台一中」で処理する。③国共両党の交渉に反対 し,政 府間の
交渉を主張。④平和的方式で両岸問題を解決する。⑤両岸の現実の尊重と台湾
の安全保障。⑥両岸の交流は主張するが,台 湾の安全保障を確保すべきである。
(18)民 進党は1987年4月 に 「返郷探親運動」を開始 し,両 岸の民間団体の直接
平等の往来と,文 化芸術科学技術体育の全面交流を呼び掛け,国 民党政痢 も部
分開放を認めた。孫同文 ・査重傳(2000:6)は,民 進党の当初の大陸政策は,
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基本的にポス ト冷戦期における 「軍事対抗か ら経済競争へ」と 「談判合作によっ
て敵対衝突の解 消」の2点 が特徴であるとしている。 また郭正亮(1998:
108-112)参 照。
(19)郭 正亮(1998:145)は 「強本西進」の内容を 「1.政府懸正視台南在中國的
権益,採 取協助措施」「2.強本真西進,是 一個辮謹的互動過程」「3.投 資中國
的認知前提:國 内産業升級,両 岸経貿國際化」とまとめている。柳金財(1998
:221-222)は,美 麗島派(「 迂美系」と呼称)を 「西向政策」(「大胆西進 ・横
波黒水溝」),「新潮流派」(「迂新系」と呼ぶ)を 「南向政策」(前 進東南亜)と
要約する。なお,郭 正亮(1998:26-34)は,1990年 代の民進党の 「転型」 に
寄与 した二人の指導者,す なわち施明徳と許信良のリーダーシップを比較する。
二人はともに1941年 生まれで,郭 は施明徳を 「詩人」,許 信良を 「哲人」 と特
徴づけ,施 明徳は 「具有濃烈的革命情懐,傾 向同情弱者,抗 拒強権」,許 信良
は 「具有遼遠的遠見暁力,傾 向改造艦制,挑 戦現状」と評 した。施明徳は1979
年の美麗島事件(高 雄事件)で 当局に投獄され,こ の軍事裁判で無期懲役に処
せ られたが,人 々の/L¥を掴みヒーローとなった。1990年 に出獄 し,翌 年の第5
回党大会では新潮流派に推 され党首選挙に出て許信良に敗北 した(丸 山勝
2000:83-86,122)o
(20)な お,中 間派の陳水扁が総統選挙候補に選ばれたのは,丸 山勝 ・山本勲
(2001:正26)に よれば,民 進党内派閥間の 「台独」論争において急進派の 「新
潮流」と穏健派の 「美麗派」との間を取 り持ってきたプラグマティクな能力が
評価されたか らであるという。
(2'.)さ らに,国 民党と民進党の間だけでな く国民党から分かれた新党を加えた三
党間の 「大陸政策」にも相違がな くなったのではないかとさえ評された(李 恰
1998:36-36)。 なお,興 味深いことであるが,伊 藤潔(1996:122)に よれば,
李登輝は1991年 の国家統一綱領を決めた後,9月29日 に与野党を公邸に招い
て 「台湾は独立 した国家であり,国 名は中華民国なのだから,統 一も独立も必
要ない」 と語ったとされる。
(22)中 国側とすれば,「台湾独立派」は李登輝の庇護の下に急成長 し,こ の 「陰
性の台独」と 「陽性の台独」(李 登輝)と が合流 した とみる(余 克礼1998:
306)。 この時点で 「理論上,武 力行使は可能となって」いるとする指摘(ア モ
イ大学台湾研究所)も ある(井 尻秀憲2000b:13)。
(23)そ の他の要因として,井 尻秀憲(2000a:28-30)は,さ らに①国民党は 「黒
金政治」を自ら改革できない,② ノーベル賞受賞の学者,手 遠哲が陳水馬を支
持 した,③2月21日 の中国の 「台湾白書」で 「期限付平和統一」の3つ 加え
て全部で4つ 上げる。
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(24)政 権1年 目に 産 経 新 聞(平 成13年5月10日,木)との イ ンタ ビュ ー に応 じ
た陳 水 扁 は 「特 に 感 謝 した の は 李 登 輝 前 総統 だ 。 手 前 総 統 は平 和 的 な政 権 交 代
実現 し,軍 隊 の 国 家 化(政 党 や 個 人 の軍 隊 か ら公 の 軍 隊 へ の 変 化)に 貢献 した」
と述 べ た こ と か ら も暗示 され る。
(25)こ の 演 説 で大 切 な の は,台 北 駐 日経 済 文 化 代 表処 代 表 の 羅 福 全(2000:9)
に よれ ば,中 台 が 相 互 に 「対 等 で な い と われ わ れ は結 局 こ うい う対 話 が で きな
い」 こ とで あ る。 ま た,国 策 研 究 院 長 か ら外 交 部 長 に転 じた 田弘 茂 は,外 交方
針 と して は,① 人 権 外 交,② 中 国 との 第2ト ラ ッ ク に よ る対 話,③ 非 政 府 国際
組織 へ の参 加 と国 連 へ の 加 盟 推 進,を か か げ た(林 奇 伯2000:13)。
(26)国 家 統 一 委 員会 が1992年8月1日 の 会 議 で通 過 した 「一 つ の 中 国 」 の 意 味
は 「一 九 一 二 年 成 立 迄 今 之 中華 民 國,… 。 皇 湾 固為 中 國 之 一 部 分,但 大 陸 亦 為
中國 之 一 部 分 」(張 炎 憲主 編2巻2000:34-35)とあ るが,陳 水 扁 政 権 は 「こ
の見 解 を そ の ま ま で認 め た くは な い」 とい う こ とで あ ろ う(小 島 朋 之2000b:
13)。 た だ し,興 味 深 い こ と に,中 国側 の 「一 つ の 中 国」 の含 意 が 従 来 の 「台
湾 は 中 国 の 一 部 」 と い う それ か ら,2000年7月19日 に銭 其 環 副首 相 が 台 湾 の
訪 問 団 に語 った 「整 個 大 陸 和 嘉 湾 都 是 一 個 中 国;肇 湾 是 中國 的一 部 分,大 陸也
是 中 國 的 一 部 分 」(張 炎 憲 主 編2巻2000:376)に 変 わ っ て い る点 は,北 京 側
も妥 協 の余 地 を 探 っ て い る 証 拠 と み る こ と もで き よ う。 しか し,松 田 康 博
(2001:80-81)の よ うに,こ の 表 現 と国 家 統 一 綱 領 に あ る 「大 陸 與 台 湾 均 是 中
國 的領 土 」 と の類 似 性 に,中 国 の 「統 一戦 線工 作 」 を 見 る意 見 も捨 て が た い。
(27)Pomfret(Fri.Mar.7,2000)。た だ し,交 渉 の期 限 を 明確 に す る の は 避 け て
お り,ポ ラ ッ ク(Pollack,Fri.Mar.10,2000)が指摘 す る よ うに 「中 国 の 意 図
は直 接 交 渉 に よ って しか検 証 で き な い」 とい うの が 適 切 で あ ろ う。 井 尻 秀 憲
(2000b:59)は,「 李 登輝 前総 統 の 「二 国論 」 に 対 応 」 す る もの だ っ た とす る,
中 国 国 際 戦 略 基 金 会 の 説 を 載 せ て い る。
(28)松 田 康 博(2001:80)。Pomfret(Mon.Oct.,16,2000)。た だ し,同 記 事 で
民 進 党 立 法員 の パ リス ・チ ャ ンは これ を 中 国 側 の 「分 割 統 治 」 の手 段 で あ る と
否 定 的 で あ る。 日本 で 出版 され て い る週 刊 『チ ャイ ニ ーズ ・ ドラ ゴ ン』(2000
年9月26日)の 記 事,「 『両岸 対 等」(銭 其 環 副 首 相)発 言 は 本 当 か 」 も ま た,
銭 其 探 の説 を 「対 等 な 関係 」 に見 え るが 「あ くま で も大 陸側 に 先 導,規 定 され
が ちで あ る」 と懐 疑 的 で あ る。
(29)ア ン ダ ー ソ ン(B.Anderson,2001:34,3'r-8)は,`Taiwanesenationalism'
を,ス ペ イ ン ・ポル トガル 帝 国 の 海 外 植 民 地 拡 大 に と もな って移 住 著 た ち が 建
設 した 「ク レオ ール 型 」 とみ て い る。 そ して こ う した台 湾 人 ナ シ ョナ リズ ム を
'popular
nationalism'と 呼 び,大 陸 側 の`officialnationalism'と を 区別 す る。
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(30)最 近は,た とえば,戴 東清(2001:60)は,台 湾ナ ショナリズムを,従 来の
「台湾人対中国入」モデルに代えて,新 しい 「台湾人対中国大陸にいる中国人」
モデルが提示され 「台湾にいる大陸人(外 省人をさす)」 を台湾民族 に含める
見方が示されている。
(31)孫 同文 ・査重傳(2000:16-7)に よれば,対 外関係について特徴 として急進
派の新潮流派は 「外交的突破を継続 して追求し,国 際組織に参加する」,穏 健派
の美麗島派は 「台湾の主権を国際化 し,台 湾をAPECの 中心にし,中 国が平和
的に変化することを促す」である。両岸の交渉の主軸として,新 潮流派は 「具体
的で微妙でない議題から始め,対 話とコミュニケーション・メカニズムを強化 し,
変化を待つ」であり,美 麗島派は 「三通,両 岸の経済貿易を正常化 し,対 話メ
カニズムを強化する」である。陳水扁の属する中間派の正義連線は対外関係とし
て 「台湾名義で国連に加入 し,東 南アジア諸国と安全協力防衛体制を樹立 し世
界各国との経済的利益のつながりを強化する」とし,両 岸の交渉の主軸としては
事務的で政治的な議題を一緒にすすめる」としている。福利国連線(張 俊雄)
は 「米国の目に邪魔者に映らないように台湾は世界銀行と国際通貨基金等に加
入する方向で努力する」とし,台 独連盟は 「国連とNGO等 に加入を申請する。
二面外交の戦略構築をたてる。中東欧諸国と友好関係を確立する」とする。
(32)Pomfret"ShanghaiFever'SweepsTaiwanasChinaTurnsontheCharm
(lnternationalHeraldTribune,Mon.,April,31,2001,p.4)に載ったパ リス ・
チャンの発言。
(33)『 産経新聞』2001年6月18日,『 日本経済新聞』2001年6月22日(8面)。
追記,本 研究は,2001年 度明治大学国際交流基金事業の共 同研究 ・学術調査
(「日豪両国から見た 「台湾問題」へのアプローチ」)の 中間報告です。
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